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市政トピックス

J高齢・福祉総務課☎︎754・6123

65歳以上の方が対象です
高齢者福祉サービス一覧

100歳以上の方々おめでとうございます

本市には、100歳以上の方が７月31日現在で82人
いらっしゃいます。これからもお元気で、ますますの
ご長寿をお祈り申し上げます。

長寿祝金をお届けします

D市内に１年以上住む市民　H88歳…２万円、
100歳…５万円、101歳以上…毎年１万円　※誕
生月に各家庭へお届けします。

サービス名 内容 問い合わせ

緊急通報装置貸し出し
ひとり暮らし・高齢者世帯で健康に不安のある場合に月額
500円で貸し出し（鍵預かりサービスを希望される場合は月
額550円追加）

◎高齢・福祉総務課☎754・6123
◎池田・五月丘小学校区
　さわやか地域包括支援センター
　☎754・6789
◎細郷・秦野小学校区
　伏尾地域包括支援センター
　☎752・1649
◎石橋・石橋南・北豊島小学校区
　石橋巽地域包括支援センター
　☎763・0363
◎呉服・神田・緑丘小学校区
　医師会地域包括支援センター
　☎750・2884

日常生活用具の給付 ひとり暮らし・高齢者世帯で、住民税非課税世帯に火災報知
器を給付

キットあんしん
ふくまるくん
（救急医療情報キット）

ひとり暮らし・高齢者世帯・障がい者の方の安全・安心を確
保するために、緊急連絡先やかかりつけ医などの情報を保管
するキットを配布

紙おむつ給付 常時紙おむつを使用する要介護４以上で、在宅の方（住民税
非課税世帯）に給付

◎高齢・福祉総務課☎754・6336

指定ごみ袋の福祉配布
紙おむつ給付の対象外で、医師の診断により在宅で常時紙お
むつを必要とする方（おむつ使用証明書が必要な場合があり
ます）に指定ごみ袋を配布

成年後見制度 認知症などにより判断能力が不十分な方で、親族で申立てが
できない場合、市が後見人などの審判開始の申立てを実施

日常生活援助事業 高齢者世帯（住民税非課税世帯）で日常生活に不便を感じてい
ることを援助（月５回以内で１回1,000円）

ふれあい優待入浴 毎月15日と30日、市内の浴場を入浴と集いの場として提供（１
回200円）

在日外国人
高齢者福祉金

制度上、年金を受給できない大正15年４月１日以前生まれの
在日外国人に年額13万円を支給（居住期間、所得制限あり）

養護老人ホーム入所
社会的・経済的理由など家族と生活ができず、ひとりでの生
活が困難な方が対象（本人の収入や扶養義務者の所得による
負担あり）

街かどデイハウス
伏尾台コミュニティセンター第１会館を利用して、市内在住
の高齢者に、健康体操や趣味活動などの生きがい活動の場を
提供（実費負担あり）

日常生活自立支援事業
主に認知症の方など、判断能力が不十分な方で福祉サービス
の利用や金銭・財産管理などが困難な方をお手伝い（所得に
応じて利用料が異なります）

◎社会福祉協議会☎751・0421

生活相談 経済的理由などで生活に困っている方の相談 ◎生活福祉課☎754・6251



7　 　2022.9　広報いけだ

J総合窓口課☎754・6243

住民基本台帳の閲覧状況の公表
住民基本台帳法の規定に基づき、住民基本台帳の閲覧状況を公表します。
令和３年度の住民基本台帳の閲覧は15件でした。内容は、下記のとおりです。

■閲覧状況
閲覧者（受託者） 委託者 利用目的 閲覧日 対象範囲

（株）日本リサーチセンター 
代表取締役社長

杉原　領治

日本銀行
情報サービス局

局長　渡邉　昌一

「生活意識に関するアンケー
ト調査」実施のための対象者
抽出

3年6月17日 井口堂１丁目（15人）

（一社）中央調査社
会長　境　克彦

日本放送協会
営業局長　吉田　健

「テレビ放送に関するアンケ
ート調査」実施のための対象
者抽出

3年7月2日 城山町、新町、城南１丁目（20人）

（一社）中央調査社
会長　境　克彦

公益財団法人
新聞通信調査会

理事長　西沢　豊

「第14回メディアに関する全
国世論調査」実施のための対
象者抽出

3年7月2日 宇保町（13人）

（一社）中央調査社
会長　境　克彦

朝日新聞社
マーケティング戦略本部

ビジネスインテリジェンス部
部長　田岸　貴之

「新聞およびWeb利用に関
する総合調査」実施のための
対象者抽出

3年7月2日 住吉１丁目（23人）

（一社）中央調査社
会長　境　克彦

内閣府大臣官房政府広報室
室長　田中　愛智朗

「移植医療に関する世論調査」
実施のための対象者抽出 3年8月11日 畑４丁目（15人）

（一社）中央調査社
会長　境　克彦

地方独立行政法人
東京都健康長寿医療センター　

理事長　鳥羽　研二

「第10回長寿社会における中
高年者の暮らし方の調査」実
施のための対象者抽出

3年8月11日 呉服町、姫室町（14人）

（一社）新情報センター
事務局長　山本　恭久

内閣府政策統括官
（政策調整担当）付参事官
（青少年環境整備担当）

小山　巌

「青少年のインターネット利
用環境実態調査」実施のため
の対象者抽出

3年9月3日 渋谷２・３丁目（20人）

（一社）中央調査社
会長　境　克彦

（一財）ゆうちょ財団 
理事長　髙橋　亨

「第5回くらしと生活設計に
関する調査」実施のための対
象者抽出

3年10月14日 神田２・３丁目（20人）

（一社）中央調査社
会長　境　克彦

（株）時事通信社 
大阪支社長　矢野　英樹

「住民意識調査」実施のため
の対象者抽出 3年10月14日 五月丘３丁目（24人）

（一社）新情報センター
事務局長　山本　恭久

消費者庁長官
伊藤　明子

「消費者意識基本調査」実施
のための対象者抽出 3年10月19日 神田３丁目（25人）

（一社）中央調査社
会長　境　克彦

内閣府大臣官房政府広報室
室長　渡邉　清

「社会意識に関する世論調査
（附帯調査：治安に関する世論
調査）」実施のための対象者
抽出

3年11月18日 槻木町（16人）

（株）エム・アールビジネス
代表取締役　櫛谷　忠則

国土交通省
総合政策局交通政策課長

「大都市交通センサス大都市
圏住民調査」実施のための対
象者抽出

4年1月13日

木部町、建石町、城南２丁目、菅原町、室
町、呉服町、宇保町、神田１・４丁目、八王
寺１丁目、住吉１丁目、豊島南１丁目、豊
島北２丁目、石橋２・４丁目、井口堂２丁
目、鉢塚２丁目、旭丘１丁目、荘園１丁目、
緑丘２丁目、渋谷３丁目、五月丘２・５丁
目、畑３丁目、伏尾台１・５丁目（26人）

（一社）中央調査社
会長　境　克彦

（一財）日本宝くじ協会 
理事長　山口　一久

「宝くじに関する世論調査」
実施のための対象者抽出 4年2月1日 城南２・３丁目（18人）

（株）日本リサーチセンター
代表取締役社長

杉原　領治
日本銀行　情報サービス局

局長　渡邉　昌一
「生活意識に関するアンケー
ト調査」実施のための対象者
抽出

4年3月16日 東山町、姫室町（15人）

（株）日本リサーチセンター
代表取締役社長

杉原　領治
ＮＨＫ放送文化研究所

世論調査部長　吉田　理恵
「2020年度全国個人視聴率
調査」実施のための対象者抽
出

4年3月16日 建石町（15人）
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J選挙管理委員会事務局☎754・6150

公職選挙法の規定に基づき、令和3年度の選挙人名簿の抄本の閲覧状況を下記のとおり公表します。
なお、3年度の在外選挙人名簿の抄本の閲覧はありませんでした。

閲覧者 利用目的 閲覧日 対象範囲

藤原　美知子 政治活動

4年1月18日 神田一丁目（525件）
4年1月25日 神田一丁目（170件）、荘園二丁目（349件）
4年1月26日 神田一丁目（176件）、荘園二丁目（222件）
4年2月1日 神田一丁目（327件）、荘園一丁目（550件）
4年2月3日 神田一丁目（316件）、荘園一丁目（650件）
4年2月9日 八王寺一丁目（550件）
4年2月10日 神田一丁目（269件）
4年2月15日 八王寺一丁目（443件）
4年3月1日 八王寺一･二丁目（1,075件）
4年3月8日 八王寺二丁目（525件）

大椿ゆうこを推す会
服部　良一 政治活動

3年10月7日 神田一丁目（440件）
3年10月12日 神田一丁目（200件）

3年10月14日 城南一・二丁目（80件）、石橋一・二丁目（80件）、
五月丘一・二丁目（80件）

3年10月15日 城南二・三丁目（286件）

山元　建 政治活動　

3年4月6日 鉢塚一・二・三丁目（632件）、緑丘一・二丁目（885件）
3年4月9日 上池田一・二丁目（463件）、緑丘一・二丁目（940件）

3年4月13日 鉢塚一・二・三丁目（125件）、緑丘一・二丁目（324件）、
城南一・二・三丁目（209件）

（一財）共同通信社
世論調査部　杉本　香

政治・選挙に関する
世論調査 3年9月14日 第9・16投票区（24件）

（株）日本リサーチセンター
調査員　太田　美代子

政治・選挙に関する
世論調査 3年10月1日 渋谷一丁目、伏尾町、建石町（18件）

選挙人名簿抄本の閲覧状況

J臨時特別給付金特設窓口☎754・6611

住民税非課税世帯等臨時特別給付金
（１世帯あたり１０万円）

下図①～③のいずれかの要件を満たしており、給付を希望される
世帯は申請をお急ぎください。申請期限を過ぎますと、受付できま
せん（①～③の重複受給不可）。

対象世帯 ①令和３年度住民税非課税世帯 ②令和４年度住民税非課税世帯 ③家計急変世帯

定義
3年12月10日時点で本市に
住民登録があり、3年度の住
民税が非課税の世帯

4年6月1日時点で本市に住
民登録があり、4年度の住民
税が非課税の世帯

新型コロナウイルス感染症の影
響により、4年1月以降の家計が
急変し、①または②と同様の事
情にあると認められる世帯

申請期限 9月30日㈮ 10月31日㈪ 9月30日㈮


